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Ⅰ．はじめに

中央競技団体は、国内の各スポーツシステムの

頂点を担う存在であり、そのスポーツの普及と国

際競技力強化の意思決定の責任主体である。各ス

ポーツの中央競技団体は、各国に 1団体しか存在

せず、当該スポーツを統括する立場にあるため、

主要な国際大会の代表選手の選出など、そのス

ポーツにおいて有する権限は大きい。また、国の

政策やスポーツ振興方策を全国に展開するために

多岐にわたるステークホルダーを調整する役割も

担っている。

2008年北京オリンピック競技大会終了後に、

当時の財団法人 日本オリンピック委員会選手強

化本部は、各中央競技団体が中長期の強化活動に

関する戦略を示した「NF強化戦略プラン」を作

成することを決定し、同プランを基に強化費の

一部について優先順位を付けて配分することと

した 5),10)。2014年度以降は、障害者スポーツが厚

生労働省から文部科学省へ移管され、協働チー

ム註 1)はオリンピック競技・パラリンピック競技、

両競技ともに 2大会先（8年後）を見据えた強化

戦略プランの策定を各中央競技団体に求めてい

る 5),15)。

ハイパフォーマンススポーツにおける成功要因

には、「スポーツの卓越性に対する好意的な文化」

「資金」「スポンサー」「スポーツ参加」「科学的研

究」「フルタイムアスリート」といったすべての

構成概念と相互作用する背景因子、「関係組織の

明確な役割」「アスリートの育成・強化の進捗度

合いのモニタリングのための効果的なシステム」

「タレント発掘・育成や資源の焦点化」「各スポー

ツにおける包括的な計画システム」「セカンドキャ

リアも含めたライフスタイルサポート」「コーチ

ングの提供」「コーチ育成」といった工程的因子、

「国際大会に向けた競技会プログラムの構成」「ト

レーニング施設」「コーチングやスポーツ医・科

学支援サービス」といった特異的因子が挙げられ

る 7)。各中央競技団体は、これらの因子に着目し、

戦略的な経営を推し進めることで、国際競技力強

化に貢献できるものと考える。

一般的に戦略立案は、組織の将来的な行く末を

公式的に検討するものである。戦略立案は、「長
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期的な方針」「戦略を書面形式で記すこと」「評価

と管理」の 3つの判定基準で特徴づけられる 20)。

Thibaultらは、組織の環境変化と課題を予測する

ために、競技団体は戦略を策定しなければならな

いことを示唆している 24)。夏季競技においては、

東京 2020オリンピック・パラリンピック競技大

会（東京 2020大会）という大きな節目を迎えた

としても、アスリートの発掘・育成・強化活動は、

途切れることはなく動き続けていくものである。

既に 2024年パリ オリンピック・パラリンピック

競技大会、さらにその先に向けての発掘・育成・

強化活動は進行しており、東京 2020大会後には、

日本の各中央競技団体は、その結果を踏まえて、

次なる中長期の強化活動に関する戦略を検討する

こととなるはずである。冬季競技の団体もまた然

り。

「NF強化戦略プラン」の具体の項目は示されて

いるものの 10)、その立案手法を示した資料は見当

たらない。2016年以降の「強化戦略プラン」の

立案手法については、「強化戦略プラン策定のた

めのガイドブック 13)」が示され、その立案手法

に関するワークショップも定期的に開催されてい

る。しかし、一貫指導システムに関する先行研究

はいくつかみられるものの 2),6),11),12),14),17),18),19),23),26)、

日本の中央競技団体における強化戦略プランに関

する研究は見当たらない。そこで、本研究の目的

は、協働チームが示す中央競技団体の強化活動に

おける戦略立案手法を整理するとともに、2020

年以降を見据えた中央競技団体の強化戦略プラン

に関する研究の方向を探ってみたい。

Ⅱ．協働チームが示す中央競技団体における 
強化戦略プランの立案手法

「強化戦略プラン」の立案手法については、「強

化戦略プラン策定のためのガイドブック 13)」に

記載されている戦略立案の過程を図 1に示した。

これを Kriemadisと Theakouが示す 5つの手法 9)

と比較すると、「Issue-Based (or Goal-Based)Plan-

ning」に類似していることがわかった。両手法と

もに、立案までの過程は、戦略の「分析」「方針」

「発展」「実行」「評価」8)に大別される。

「Issue-Based (or Goal-Based) Planning」 は、 非

常に小規模で、これまで戦略立案を実施してこな

かった競技団体に適した手法である「Basic Stra-

tegic Planning」を包括的かつ効率的に進化させた

立案手法として位置づけられている 9)。2016年以

降、東京 2020大会の追加種目（5競技 18種目）

やパラリンピック競技においても強化戦略プラン

の作成が求められるようになったこと、さらに日

本の中央競技団体の多くは小規模団体であるこ

と 21)を踏まえると、協働チームが作成したガイ

ドブックの戦略立案手法はこれらの中央競技団体

に適した手法であると考えられる。

ただし、各中央競技団体は「強化戦略プラン策

定のためのガイドブック」の立案手法に必ずしも

則る必要はなく、各組織の要求に応じて立案手法

のモデルを選択、または複数のモデルを組み合わ

せることで、独自の戦略立案モデルを開発するこ

とも可能である。

図１　強化戦略プランの策定から改善までのプロセス

　　  （ 強化戦略プラン策定のためのガイドブック13)より著者作成）

Ⅲ．中央競技団体の強化戦略プラン立案に関する
研究の方向の検討

まずは、各中央競技団体における強化戦略プラ
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ンが、どのような過程を経て作成されたのか分析

する必要があるだろう。競技団体に関する研究で

はないが、小規模企業の戦略立案の多くは、立案

手法を用いず、直感的に計画立案されていると

いった報告もある 22)。さらに、Dessと Lumpkinは、

内部および外部環境の包括的なレビュー註 2)が適

切に行われていないと、多くの戦略が失敗する可

能性があると指摘している 3)。

では、競技団体内部および外部環境の包括的な

レビューが適切に行われた強化戦略プランは、国

際競技力に好影響を及ぼすのであろうか。例えば、

文部科学省は国際競技力向上施策の効果に関する

評価の一つとして、アーティスティック・スイミ

ングを事例に、一貫指導対象選手の方が一貫指導

対象外選手よりも平均順位の上昇が顕著であり、

成績のばらつきが小さいことを示している 16)。ま

たWinandらは、地域の競技団体を対象に定量的

性能評価、質的評価、ブール代数を用いた質的比

較分析法（crisp-set Qualitative Comparative Analy-

sis）を組み合わせて、競技団体間で比較すること

で競技団体の国際競技力の決定要因を特定しよう

としている 25)。このように、特定の中央競技団

体における強化戦略プランを対象とした事例研究

や、国内の異なる競技間の比較、諸外国の競技団

体との同一競技間の比較、を行うことで、強化戦

略プランと国際競技力の関係性について検討がで

きる可能性はある。

また中央競技団体は、4年先、8年先の強化戦

略プランに掲げる目標註 3)を達成するために、多

様なステークホルダーと強化戦略プランを共有

し、中央競技団体だけでは賄うことができないア

スリートの育成・強化環境を確保する必要がある。

しかし、地域事業体や地方のスポーツクラブは互

いに独立し、国や自治体といった異なる行政から

用途の異なる資金を提供されているため、中央競

技団体の目標と彼らの目標は必ずしも一致しない

可能性があることも報告されている 4)。そのため、

強化戦略プランを立案したとしても、そのプラン

に沿ってステークホルダーらが適切に戦略を実践

したのかモニタリングする必要もある。このよう

に、強化戦略プランの立案段階と評価段階との間

に存在する戦略の実行段階も重要な研究課題とし

て提起できる。

ただし、多様なステークホルダーが様々な財源

でアスリートの育成・強化に関する活動（日常的

なトレーニング、合宿、競技会への参加等）を並

行して展開しているため、Chelladuraiらが示すモ

デル 1)のように、中央競技団体を対象に投入され

た資源（インプット）、資源を変換する過程（スルー

プット）、達成された結果（アウトプット：ここ

では国際競技力を示す）を用いて説明することは

難しいだろう。さらに強化戦略プランは、決して

静的なプロダクトではなく、環境の絶え間ない変

化に追従し、絶えず進化しようと改訂することか

ら、研究者が入手可能かつ、適切なデータを収集

することの難しさは想像できる。左記に示したこ

とが、中央競技団体における強化戦略プランと国

際競技力の関係性を測る上で困難な部分であり、

これまで中央競技団体の強化戦略プランに関する

研究がみられない背景なのかもしれない。

Ⅳ．まとめ

本研究では、協働チームが示す戦略立案手法を

整理することで、その手法が東京 2020大会の追

加種目や小規模な中央競技団体に対して適当であ

る可能性を示した。今後は、各中央競技団体の強

化戦略プランの立案プロセスを分析すること、競

技団体内部および外部環境の包括的なレビューが

適切に行われた強化戦略プランと国際競技力の関

係性について検証すること、そして、強化戦略プ

ランの立案段階と評価段階との間に存在する実行

段階をモニタリングすることが、2020大会以降

の強化戦略プランを持続可能でより強固なものへ

と発展させるために重要であり、今後の研究課題

としても示すことができた。
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